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要旨：高度化・多様化・複雑化する社会からの医療ニーズに対応する上で，看護

師の組織市民行動が重視されている。本研究では，看護師の組織市民行動を促進

する要因として，職務満足，組織コミットメント，キャリア・コミットメントに

着目し，それらの直接的・間接的影響を明らかにすることを目的とした。西日本

の総合病院に勤務する看護師 1,534 名に調査票を配付し，1,228 名から有効回答

を得た。性別，勤続年数を統制変数，職務満足を独立変数，組織コミットメント，

キャリア・コミットメントを調整変数とする階層的重回帰分析を行った。分析の

結果，キャリア・コミットメントは職務満足と組織コミットメントの直接的影響

を打ち消すことが明らかになった。また，組織コミットメントとキャリア・コミ

ットメントの調整効果が有意であった。以上の結果から，組織市民行動を促進す

るためには，職務満足，組織コミットメント，キャリア・コミットメントを同時

に高める必要があることが示唆された。 

キーワード：看護師，組織市民行動，職務満足，組織コミットメント，キャリア・

コミットメント 

 
1. 研究の背景 

 

1.1 看護師の組織市民行動 

高齢化の進展や疾病構造の変化などを背景として，医療サービスに対する社会からのニ

ーズが高度化・多様化・複雑化している（林，2013）。そのようなニーズに応えるため，医

療の現場では多職種の協働によるチーム医療が推進されている。チーム医療とは，「医療に

従事する多種多様な専門職が，それぞれの高い専門性を前提に，目的・到達目標・手段に

関する情報を共有し，業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い，患者の状況に的確に

対応した医療を提供すること」と定義される（水本・岡本・石井・土本，2011）。 
医療業界においては，比較的古くから「チーム医療」という用語が用いられている（細

田，2012）。しかし，その形態は，医師を頂点とした「垂直統合型」から，チーム構成メン
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バーがプロフェッショナルとして参画し，有機的に連携するとともに，自立的に動く「ネ

ットワーク型」に変化してきた（北島，2012）。そのため，各職種間の協力や協働が，より

重要になっていると言えよう。 
看護師の職務は，保健師助産師看護師法において「傷病者若しくはじょく婦に対する療

養上の世話又は診療の補助を行う」と定められているが，実際には，その職務範囲は非常

に多岐にわたっている（早瀬・坂田・高口，2011）。特に，多職種の協働によるネットワー

ク型チーム医療が推進されるようになると，メンバー間の調整役としての役割も看護師に

期待されるようになっている。看護師はあらゆる医療現場において，診療・治療等に関連

する業務から，患者の療養生活の支援に至るまで，幅広い業務を担っており，チーム医療

のキーパーソンと認識されている（厚生労働省，2010）。また，水本他（2011）が指摘する

ように，患者にとって最も身近な存在が看護師であり，患者の家族と接する機会も他職種

と比して多いことから，医療チームの情報共有を推進する役割も期待されている。 
このような中，看護師の組織市民行動が注目されている。組織市民行動とは，「従業員が

行う任意の行動のうち，彼らにとって正式な職務の必要条件ではない行動で，それによっ

て組織の効果的機能を促進する行動」であり，「その行動は強制的に任されたものではな

く，正式な給与体系によって補償されるものでもない」と定義される (Organ, 1988)。つま

り，明確に担当者が決められているような，組織にとって中心的な職務ではないが，誰か

がそれを自発的に行うことで組織がうまく動くようになる行動である。 
組織市民行動は，組織の有効性や業績に関連することが多くの実証研究から明らかにさ

れているが (Organ, Podsakoff, & Mackenzie, 2006)，看護組織においても，組織市民行動は生

産性の向上や組織の活性化に寄与すると考えられている（野田部・大儀・萩原・坂口，2014
）。国内の医療機関では，看護師の職務内容は勤務規定やマニュアル等によって定められて

いるとは言え，アメリカなどのように，職務記述書等で厳密な仕事の割り振りが決められ

ているわけではない（高橋・清野・造田，2016）。また，チーム医療を推進することを考え

ると，医療チームのキーパーソンとしての役割が期待される看護師には，職務の範囲を超

えて行われる多くの役割外行動があると考えられる。したがって，医療の現場には，誰が

やらなければいけないのか明確に示されていないが，適切な医療を提供するうえで必要な

行動が多数あり，看護師による組織市民行動が活発に行われることで，業務の円滑化が期

待できると推察できよう。 
このように，看護領域での重要性が指摘される組織市民行動は，近年，わが国において

も実証研究が増えている。例えば，高橋（2007）は，男性看護師独自の組織市民行動を明

らかにするために，インタビュー調査を実施した。その結果，男性ならではの組織市民行

動として，「重い物の運搬や患者の移動などの力仕事」，「器械の修理」，「スタッフ間の緩衝

役」等が見出された。岩井・辻本・井上（2015）は，先行研究を参考に質問項目を作成し，

質問紙調査を実施した。分析の結果，看護師の組織市民行動として，「看護の質向上に関す

る行動」，「環境整備に関する行動」，「指導に関する行動」，「対人的援助に関する行動」，「ケ

アの提供に関する行動」の5因子が抽出された。高橋他（2016）の研究では，EPA協定に基

づいて日本国内の病院に勤務するインドネシア人看護師候補者を対象に，職場で普段行っ



看護師の組織市民行動についての研究 
 

－21－ 
 

ている組織市民行動の具体的な内容と，それを行う理由についてインタビュー調査を行っ

た。その結果，インドネシア人看護師が行っている組織市民行動は，日本の病院とインド

ネシアの病院では内容が異なることが明らかになった。野田部・作田・坂口（2016）は，

自由記述等で看護師の組織市民行動に該当すると考えられる項目を収集した後，それらを

用いた質問紙調査を実施した。分析の結果，看護師の組織市民行動として，職場の上司や

同僚に対する気遣いや協調的な行動である「対人配慮行動」，職場の発展や改革に関する行

動である「組織改革行動」，上司や同僚との良好な関係を築くための行動である「相互尊重

行動」の3因子が抽出された。一方，郭・作田・坂口（2012）では，組織市民行動の規定要

因として組織コミットメント（情緒的，規範的，継続的）を取り上げ，その影響について

日本と中国の看護師を比較した。いずれの国においても，組織市民行動に有意な正の影響

を及ぼしていたのは規範的コミットメントだけであり，情緒的コミットメントと継続的コ

ミットメントは有意な影響が認められなかった。 
このように，国内においても看護師の組織市民行動に関する研究が進められているが，

多くの研究は一般の労働者とは異なる，看護師の組織市民行動の独自性やその因子構造に

ついて論じたものである。その一方で，組織市民行動の規定因が何であるのか，どうすれ

ば看護師の組織市民行動を促進することができるのかといった観点からの研究は少ない。 
 

1.2 組織市民行動を規定する要因 

本研究では，組織市民行動の規定要因として，多くの先行研究（Organ et al., 2006; Organ 
& Ryan, 1995; 田中，2004など）で関係性が指摘されてきた職務満足，組織コミットメント

とともに，キャリア・コミットメントに着目する。 
 

1.2.1 職務満足 

職務満足とは「自分の職務についての評価や職務経験から生じる，心地よい肯定的な感

情の状態」 (Locke, 1976) と定義される。個人の感情が組織行動に及ぼす影響については，

社会心理学や産業・組織心理学の分野において多くの研究が行われてきた（田中，2004）。
特にポジティブな感情は援助的な行動を促進することが先行研究から一貫して見出されて

おり (Carlson, Charlin, & Miller, 1988)，職務満足が看護師の組織市民行動を考える上で，重

要な概念の1つと推察される。 
Moorman (1993) の研究では，職務満足と「利他主義」，「誠実性」など，いくつかの組織

市民行動の下位概念の間に有意な相関関係が認められた。同様に，Smith, Organ, & Near 
(1983) においても，職務満足と組織市民行動の「愛他主義」との間に有意な正の相関が見

出されている。国内の研究では，中部地方の大手企業従業員を対象とした調査から，職務

満足と組織市民行動の間に有意な正の相関が認められた（西田，2000）。 
Organ & Ryan (1995) によるメタ分析において，職務満足と組織市民行動の間にr=.24の関

係が見出されているように，労働者の職務満足が職場における労働者の組織市民行動を引

き出すことが多くの研究から明らかにされてきた。 
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1.2.2 組織コミットメント 

組織コミットメントとは，「組織と従業員の関係を特徴づけ，組織におけるメンバーシッ

プの継続あるいは中止する決定に関する心理的状態」 (Meyer & Allen, 1991) と定義され

る。現在では，組織コミットメントを情緒的コミットメント（組織に対する愛着に基づく

コミットメント）と功利的コミットメント（損得勘定に基づくコミットメント）の2次元か

ら把握しようとする考え方が主流である（鈴木，2013）。 
このうち，多くの先行研究で，情緒的コミットメントが組織市民行動に大きな影響を及

ぼしていると考えられている (Organ & Ryan, 1995)。例えば，Kim & Mauborgne (1993) や 
Morrison (1994) の研究では，情緒的コミットメント組織市民行動の間に有意な正の関係が

認められた。また，西田（2000）の研究では，情緒的コミットメントと組織市民行動の間

に中程度の正の相関が認められた。 
一方，功利的コミットメントと組織市民行動の関係は負の相関，あるいは無相関である

ことが見出されている（長峯，2000）。Organ & Ryan (1995) のメタ分析において，情緒的

コミットメントは組織市民行動を説明する重要ない要因とされたが，功利的コミットメン

トは組織市民行動に対して一貫した効果を示さなかった。林・大渕（1999）が指摘するよ

うに，功利的コミットメントが強い従業員は，自己の利益と明確に結びついていない行動

（やったからと行って報酬に反映されるわけではない組織市民行動）の動機づけは弱いと

考えられる。以上のことから，本研究では情緒的な組織コミットメントのみに着目する。 

 
1.2.3 キャリア・コミットメント 

前項で取り上げた組織コミットメント以外に，キャリア・コミットメントも組織市民行

動に関連している可能性がある。キャリア・コミットメントとは，「専門職を含む特定の職

業への態度」 (Blau, 1985) と定義される。特定の職業へのこだわりが強いほど，あるいは

その職業や専門職としてのキャリアを極めたいという意欲が強いほど，キャリア・コミッ

トメントが高いことを意味する（鈴木，2013）。 
看護師は専門職であり，組織と職業（自分自身のキャリア）の両方にコミットすると考

えられる。したがって，「組織が好きだから（＝組織コミットメントが高いから），やらな

くてもいい仕事を自発的に行う」だけでなく，「看護の仕事が好きだから（＝キャリア・コ

ミットメントが高いから），やらなくてもいい仕事を自発的に行う」ことが推察される。 

 
1.3 本研究の目的と概念モデル 

ここまで見てきたように，職務満足，組織コミットメント，キャリア・コミットメント

は，看護師の組織市民行動を促進する効果があると推察できる。また，組織コミットメン

トが高い看護師は，より積極的に組織に貢献しようとするため，役割外の行動も積極的に

行うであろう。同様に，キャリア・コミットメントが高い看護師は，看護師としての自分

の職務に積極的に関与し，役割外の行動を含めて，より良い看護を提供しようとすると考

えられる。したがって，組織コミットメントとキャリア・コミットメントは，組織市民行

動への直接的影響だけでなく，職務満足と組織市民行動の関係を調整する効果を持つと推
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察される。 
以上のことから，本研究では図1に示す概念モデルに基づき，職務満足，組織コミットメ

ント，キャリア・コミットメントが組織市民行動に及ぼす直接的・間接的影響について明

らかにすることを目的として，質問紙調査を実施した。 

 

2. 方法 

 

2.1 調査協力者 

西日本の総合病院5院に勤務する看護師に，質問紙調査への協力を依頼した。1534部の調

査票を配付し，1228部の有効回答を得た（有効回答率80.1%）。回答者の性別は，男性76名，

女性1144名，不明8名であった。平均年齢は36.8歳（SD = 10.2），看護師としての経験年数

は平均14.1年（SD = 10.1），現在の病院での勤続年数は平均11.0年（SD = 9.7）であった。 
 

2.2 調査手続き 

各病院の看護部責任者に調査の内容と趣旨を説明し，同意が得られた病院で，2015年10
〜12月に調査を実施した。調査は無記名で実施され，協力は任意であること，個人の回答

結果を病院に知らせることはないこと，個人を特定するような分析は行わないことなどを

調査票に記載した。また，回答者自身が調査票を封筒に封入してから提出させることで，

プライバシーの保護に配慮した。調査票の提出をもって，調査に同意したものと判断した。

調査票の配付，回収は部署単位で行われ，看護部ですべてを取りまとめた後，研究者に返

送された。なお，本調査は広島文化学園大学看護学部・看護学研究科倫理委員会（受付番

号14003）の審査を受けた。 
 

2.3 調査項目 

 

図 1 本研究の概念モデル 
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2.3.1 組織市民行動 

田中（2002）の日本版組織市民行動尺度から，「対人的援助」，「誠実さ」，「職務上の配慮」

の3下位尺度を使用した。なお，質問項目は看護師の行動に該当するように，一部を修正し

て用いた。質問に示されたような行動を，普段の職場でどの程度行っているか，「つねに行

う」から「まったく行わない」までの5件法で回答を求めた。それぞれ5点から1点を配点し，

下位尺度ごとに得点を加算し，項目数で除した値を下位尺度得点とした。各下位尺度の信

頼性はそれぞれ，α = .813，.768，.804であり，高い内的一貫性が確認できた。 

 
2.3.2 職務満足 

16下位尺度からなる改訂版看護師職務満足尺度（江口・佐藤，2015）を使用した。最近

の職場のことについて尋ねる質問に，「とても満足している」から「まったく満足していな

い」までの5件法で回答を求め，それぞれ5点から1点を配点した。本研究では全項目を1因
子として扱い，総合的な職務満足を測定したため，すべての得点を加算し，項目数で除し

た値を尺度得点とした。信頼性係数はα = .962と高い内的一貫性が確認できた。 

 
2.3.3 組織コミットメント，キャリア・コミットメント 

「研究の背景」で述べたように，組織市民行動は情緒的なコミットメントとの間に強い

関連があると予測される。そこで，石田・関川・杉山（2002）による組織コミットメント

およびキャリア・コミットメントを測定する項目から，「情緒的組織コミットメント」8項
目および「情緒的キャリア・コミットメント」8項目を一部修正して使用した。現在勤務す

る病院や看護師としての仕事についての質問に，「そう思う」から「そう思わない」までの

5件法で回答を求め，それぞれ5点から1点を配点した。下位尺度ごとに得点を加算し，項目

数で除した値を下位尺度得点とした。各下位尺度の信頼性係数はα = .916，.880と高い内

的一貫性が確認できた。 

 
2.3.4 デモグラフィック変数 

性別，年齢，看護師としての経験年数，現在の病院での勤続年数等を尋ねた。なお，平

均年齢，平均経験年数，平均勤続年数の間には強い正の相関が認められた（r = .775 - .921）。
本研究では組織内での役割外行動を取り上げるため，最も関連が強いと考えられる勤続年

数を分析に用いた。 

 
2.4 分析方法 

図1に示したように，職務満足と組織市民行動の関係に組織コミットメントとキャリア・

コミットメントが及ぼす調整効果を確認するために，個人属性を統制変数，職務満足を独

立変数，組織コミットメントとキャリア・コミットメントを調整変数，職務満足を従属変

数とする階層的重回帰分析を行った。 
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3. 結果 

 

3.1 尺度得点間の相関係数 

尺度得点間の相関係数を表1に示す。職務満足と組織コミットメント（r = .608, p < .001），
組織コミットメントとキャリア・コミットメント（r = .645, p < .001）の間にやや強い正の

相関が認められた。組織市民行動については，職務満足と組織コミットメントは有意では

あるが非常に弱い正の相関関係（r = .144 - .196, p < .001）であったのに比して，キャリア・

コミットメントの方がやや強い正の相関関係（r = .255 - .304, p < .001）が示された。 

 

3.2 組織市民行動の 3下位尺度を従属変数とした分析 

組織市民行動の3つの下位尺度を従属変数とした階層的重回帰分析の結果を表2〜4に示

す。いずれもVIFは最大2程度であったことから，多重共線性の問題はないと判断した。 
 

3.2.1 組織市民行動の「対人的援助」を従属変数とした階層的重回帰分析 

表2に示すように，デモグラフィック変数については，いずれのステップにおいても，性

別（男性 = 0，女性 = 1）が有意な正の影響を示したのに対して，勤続年数は有意な関連は

ほとんど示されなかった。ステップ2で投入された職務満足は有意な正の影響（β = .237, 
p < .001）が認められたが，ステップ3以降で組織コミットメント，キャリア・コミットメ

ントを投入すると，その影響は打ち消され，有意な影響は認められなくなった。組織コミ

ットメントも同様に，ステップ3では有意な正の影響（β = .109, p < .001）が認められたが，

キャリア・コミットメントを投入することで影響は打ち消された。キャリア・コミットメ

ントは，いずれのステップにおいても有意な正の影響（β = .204 - .213, p < .001）を示し

た。説明率はすべてのステップで有意であったが，.10程度と低かった。交互作用項につい

ては，いずれも有意な影響を示し，ΔR2も有意であった。これらの交互作用を図2，図3に
示す。 

 

表 1 下位尺度得点間の相関係数 
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3.2.2 組織市民行動の「誠実さ」を従属変数とした階層的重回帰分析 

性別（男性 = 0，女性 = 1）がすべてのステップで有意な正の影響を示したのに対して，

勤続年数は有意な影響が認められなかった（表3）。ステップ2で有意な正の影響（β = .229, 
p < .001）を示した職務満足は，ステップ3以降で組織コミットメント，キャリア・コミッ

トメントを投入することで，その影響力は小さくなった。組織コミットメントは，ステッ

プ3で有意な正の影響（β = .105, p < .001）を示したが，その影響はキャリア・コミットメ

ントを投入することで打ち消された。キャリア・コミットメントは，すべてのステップで

有意な正の影響が認められた（β = .141 - .145, p < .001）。説明率はすべてのステップで有

意であったが，.10以下と非常に小さかった。交互作用項はいずれも有意ではなかった。 

 
3.2.3 組織市民行動の「職務上の配慮」を従属変数とした階層的重回帰分析 

デモグラフィック変数の性別と勤続年数はすべてのステップで正の有意な影響を示した

が，勤続年数の影響力は極めて弱かった（表4）。職務満足の影響は，組織コミットメント

およびキャリア・コミットメントが投入されることで抑制されたが，それでもすべてのス

テップで有意な正の影響が確認できた（β = .108 - .219, p < .05）。組織コミットメントにつ

いては，ステップ3で弱いながらも有意な正の影響が認められたが（β = .065, p < .05），キ

ャリア・コミットメントが投入されることでその影響は打ち消された（β = -.037, n.s.）。
キャリア・コミットメントはすべてのステップで有意な正の影響を示した（β = .179 - .185, 
p < .001）。説明率はすべてのステップで有意であったが，最大でも.10程度であった。交互

作用項については，いずれも有意ではなかった。 

表 2 対人的援助を従属変数とする階層的重回帰分析 
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4. 考察 

本研究では，職務満足，組織コミットメント，キャリア・コミットメントが組織市民行

動に及ぼす直接的・間接的影響について明らかにすることを目的として，質問紙調査を実

施した。 

図 2 職務満足と対人的援助の関係における組織コミットメントの調整効果 

図 3 職務満足と対人的援助の関係におけるキャリア・コミットメントの調整効果 
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4.1 職務満足，組織コミットメント，キャリア・コミットメントが組織市民

表 3 誠実さを従属変数とする階層的重回帰分析 

表 4 職務上の配慮を従属変数とする階層的重回帰分析 
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行動に及ぼす影響 

組織市民行動の「対人的援助」と「誠実さ」に対しては，同様の傾向が見られた（表1，
表2）。Step2で職務満足は有意な正の影響を示したが，Step3で組織コミットメントを投入す

ることでその影響は弱められた。また，Step3で有意な正の影響が認められた組織コミット

メントも，Step4でキャリア・コミットメントを投入することで，その影響は打ち消され，

職務満足の影響をさらに弱めた。この結果から，これまでの組織市民行動研究で指摘され

てきた職務満足や組織コミットメントの影響に加えて，専門職である看護師においてはキ

ャリア・コミットメントが重要な要因であることが示唆されたと言えよう。特に，キャリ

ア・コミットメントが職務満足と組織コミットメントの影響を打ち消す点は，非常に興味

深い結果である。しかし，組織コミットメントとキャリア・コミットメントには職務満足

と組織市民行動の関係を調整する効果も認められたため，キャリア・コミットメントだけ

が高ければ，職務満足と組織コミットメントが低くても問題ないということにはならない

ことに注意が必要である。 
組織市民行動の「職務上の配慮」に関しても，「対人的援助」，「誠実さ」と同様の傾向が

見られたが，2下位尺度とやや異なる点が，職務満足の影響であった（表3）。Step2での職

務満足の影響が，Step3で組織コミットメントを投入することで弱められたことは，前述の

2下位尺度と同様であったが，Step4でキャリア・コミットメントを投入したところ，職務

満足の影響力はさらに弱められたものの，有意性は維持された。つまり，職務満足ととも

に，キャリア・コミットメントを高めることで，組織市民行動の「職務上の配慮」をより

促進することが示唆された。 
一方，組織コミットメントとキャリア・コミットメントの間接的な影響についても，い

くつかの組み合わせで有意な関係が認められた。まず，職務満足と組織市民行動の「対人

的援助」の関係において，組織コミットメントの有意な調整効果が認められた。図2に示し

たように，組織コミットメント低群では職務満足の高低に関わらず，「対人的援助」の程度

は一定であるのに対して，組織コミットメント高群では職務満足が高まることで，「対人的

援助」の程度も高くなる関係が示された。また，職務満足と組織市民行動の「対人的援助」

の関係に対しては，キャリア・コミットメントも有意な調整効果を示した。（図3）。これら

の結果から，職務満足だけを高めても，組織市民行動の向上に及ぼす効果は限定的であり，

同時に組織コミットメントとキャリア・コミットメントを高めるための取り組みが必要で

あると考えられる。 
 

4.2 研究の限界と今後の課題 

本研究の分析結果から，職務満足，組織コミットメント，キャリア・コミットメントが

組織市民行動に及ぼす直接的・間接的効果を明らかにすることができた。しかし，いずれ

の分析においても説明率は低く，本研究で着目した3つの変数だけでは十分に説明できな

かった点は今後の課題である。 
また，個人的なネットワークに頼って研究協力者を集めたため，本研究の結果を看護師

全体に一般化することについては注意が必要である。さらに，冒頭で論じたように，専門
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職といわれる職業に就いている人々は，組織だけでなく，自分の職業そのものや自身のキ

ャリアにも強くコミットする。本研究では専門職の1つである看護師を対象としたが，それ

以外の専門職においても，職場での組織市民行動にキャリア・コミットメントが関連して

いる可能性がある。看護師以外の職種も含めた丁寧なサンプリングが必要であろう。 
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Abstract: Promoting nurses’ organizational citizenship behavior is considered critical 
in order to respond to advanced, diversified, and complicated medical needs of the society. 
As factors of promoting nurses’ organizational citizenship behavior, this study focuses on 
job satisfaction, organizational commitment, and career commitment, and aims to clarify 
the direct and indirect effects of those factors on the organizational citizenship behavior 
of nurses. We handed out questionnaires to 1,534 nurses who worked in general hospitals 
in western Japan and received valid responses from 1,228 nurses. We conducted a 
hierarchical multiple regression analysis with sex and years of continuous employment as 
controlled variables, job satisfaction as an independent variable, and organizational 
commitment and career commitment as moderators. The analysis revealed that career 
commitment canceled out the direct effects of job satisfaction and organizational 
commitment on organizational citizenship behavior. In addition, the moderating effect of 
organizational commitment and career commitment were significant. The results 
suggested that it is necessary to raise job satisfaction, organizational commitment, career 
commitment at the same time to promote organizational citizenship behavior. 
Key Words: Nurse, Organizational Citizenship Behavior, Job Satisfaction, Organizational 
Commitment, Career Commitment 
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